高松市経営開始資金交付要綱
　（趣旨）
第１条　この要綱は、新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月２９日付け３経営第３１４２号農林水産事務次官依命通知）、新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金の考え方について（令和４年３月２９日付け３経営第３２１６号就農・女性課長通知）及び香川県就農準備資金・経営開始資金事業実施要領（令和４年５月２日付け４農経第１６７３６１号香川県農政水産部長通知。以下「県実施要領」という。）に基づき、次世代を担う農業者となることを志向する農業経営開始直後の新規就農者に対し、予算の範囲内で、高松市経営開始資金（以下「資金」という。）を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。
（交付対象者）
第２条　資金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、県実施要領第４の２(１)に掲げる要件を満たす者であって、第７条第１項の規定による高松市経営開始資金交付申請書の申請の日において納期の到達した香川県の県税及び本市の個人の市民税を滞納していないものとする。
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる各号のいずれかに該当する者は、交付対象者としない。
(１)　代表一般役員等（代表役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合には代表権を有する役員（代表権を有すると認めるべき肩書を付した役員を含む。）をいう。以下この号において同じ。）、一般役員等（法人の役員（執行役員を含む。）又はその支店若しくは営業所を代表する者（代表役員等に含まれる場合を除く。）をいう。）又は経営に事実上参加している者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員以外の者で、同法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として同法第２条第１号に規定する暴力的不法行為等を行う者若しくは暴力団に資金等を供給すること等によりその組織の維持及び運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）であると認められるとき。
(２)　代表一般役員等が、業務に関し、自社、自己若しくは第三者の不正な財産上の利益を図るため又は第三者に債務の履行を強要し、若しくは損害を加えるため、暴力団又は暴力団関係者を利用したと認められるとき。
(３)　代表一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して、名目のいかんを問わず、金銭、物品その他の財産上の利益を与え、又は便宜を供与したと認められるとき。
(４)　代表一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
(５)　その相手方が第１号から第４号までのいずれかに該当する者であることを知りながら当該者を利用したと認められるとき。
(６)　第１号から第４号までのいずれかに該当する者を利用していた場合（前号に該当する場合を除く。）において、当該者を利用しないよう求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。
（交付をする資金の額及びその交付期間）
第３条　交付をする資金の額は、交付期間１年につき１人当たり１５０万円とする。
２　資金の交付期間は、県実施要領第４の２(２)アに定める交付期間とする。
３　第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ交付をする資金の額は、当該各号に掲げる額とする。
(１)　夫婦で農業経営を開始し、次に掲げる要件を満たす場合　交付期間１年につき夫婦合わせて第１項に規定する額に１．５を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。） 
ア  家族経営協定を締結しており、その協定において夫婦が共同経営者であることが規定されていること。
イ　主要な農業経営資産（農地、農業機械、農業施設等をいう。以下同じ。）を夫婦で共に所有し、又は借りていること。
ウ　夫婦共に、地域計画（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「基盤強化法」という。）第１９条に規定する地域計画をいう。）のうち目標地図（基盤強化法第１９条第３項の地図をいう。以下同じ。）に位置付けられている、若しくは位置づけられることが確実と見込まれること、人・農地プランの具体的な進め方について（令和元年６月２６日付け元経営第４９４号農林水産省経営局長通知）の２の（１）の実質化された人・農地プラン、同通知の３により実質化された人・農地プランとみなすことができると判断できる既存の人・農地プラン及び同通知４により実質化された人・農地プランとして取り扱うことのできる人・農地プラン以外の同種取決め等（以下「人・農地プラン」という。）に中心となる経営体として位置づけられ、又は位置づけられることが確実と見込まれること、あるいは農地中間管理機構から農地を借り受けていること（以下「目標地図に位置付けられた者等」という。）。
(２)　複数の青年就農者（独立・自営就農時の年齢が５０歳未満である新規就農者をいう。）が法人を設立し、共同で農業経営をする場合　当該青年就農者（当該法人及び青年就農者それぞれが目標地図に位置づけられた者等である場合に限る。）に交付期間１年につきそれぞれ第１項に規定する額。ただし、経営開始後３年以上を経過している農業者（当該農業者が高松市農業次世代人材投資資金又は第１項の規定による資金の交付を受けている場合は、その３年度目を超えている農業者）が当該法人の役員に１名でも存在する場合は、当該法人の他の役員も資金の交付の対象外とする。
（青年等就農計画等の承認申請）
第４条　資金の交付を受けようとする者は、基盤強化法第１４条の４第１項に規定する青年等就農計画（高松市青年等就農計画認定要綱（平成２６年９月２９日施行）第４条第３項の規定による認定を受けている者にあっては、同項に規定する青年等就農計画認定書の写し）に高松市経営開始資金に係る青年等就農（変更）計画等承認申請書（様式第１号）及び関係書類を添付したもの（以下「青年等就農計画等」という。）を作成し、市長にその承認の申請をしなければならない。
２　前項に規定する青年等就農計画等を作成しようとする者は、本市に相談をしたうえで、青年等就農計画等の妥当性及び目標達成の実現性の観点から、農業改良普及センター等の関係機関及びサポート体制の関係者等（以下「関係者等」という。）から助言並びに指導を受けなければならない。
３　第１項に規定する青年等就農計画等の提出に当たっては、保証人を２人立てなければならない。
（青年等就農計画等の承認）
第５条　市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、青年等就農計画等の内容について審査し、その結果、第２条に規定する要件を満たすものであって、資金を交付することにより農業経営の開始及びその定着を支援する必要があると認めた場合は、当該青年等就農計画等を承認し、高松市経営開始資金に係る青年等就農（変更）計画等承認通知書（様式第２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。
２　前項の審査に当たっては、必要に応じて、関係者等による面接等を行うものとする。
（青年等就農計画等の変更申請）
第６条　前条第１項の規定による承認の通知を受けた者（以下「承認就農者」という。）は、当該青年等就農計画等を変更（追加の設備投資を要しない程度の経営面積の拡大や品目ごとの経営面積の増減等の軽微な変更の場合を除く。）しようとするときは、あらかじめ市長に対し青年等就農変更計画等の承認の申請をしなければならない。
２　前２条の規定は、前項の申請について準用する。
（資金の交付申請）
第７条　資金の交付を受けようとする承認就農者（以下「申請者」という。）は、高松市経営開始資金交付申請書（様式第３号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。
２　資金の交付申請の額は、半年を単位として行うことを基本とし、原則として、申請する資金の対象期間の最初の日から起算して１年以内に行うものとする。
（交付の決定）
第８条　市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは資金の交付を決定し、申請者に対し高松市経営開始資金交付決定通知書（様式第４号）によりその旨を通知するものとする。
２　市長は、前項の規定による資金の交付を決定する場合において、必要な条件を付すことができる。
（交付指令並びに資金の請求及び交付）
第９条　市長は、前条の規定による通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）に対し資金を交付しようとするときは、高松市経営開始資金交付指令書（様式第５号）により交付決定者に対し通知するものとする。
２　前項の規定による通知を受けた交付決定者は、当該資金の交付を受けようとするときは、市長が指定する請求書を市長に提出しなければならない。
３　市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、当該請求書を提出した者に対し、速やかに資金を交付するものとする。
（交付の中止及び停止）
第１０条　市長は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、資金の交付を中止するものとする。
(１)　第１２条の規定による中止届の提出があった場合 
(２)　交付決定者が第２条に規定する要件を満たさなくなった場合
(３)　交付決定者が農業経営を中止した場合（第１号の場合を除く。）又は就農形態を変更して独立・自営就農を中止した場合
(４)　交付決定者が第１３条第１項の規定による休止届を提出した場合において、その休止にやむを得ない理由があると認められない場合
(５)  交付決定者が定められた期間内に第１４条第１項の規定による報告を行わなかった場合
(６)　県実施要領第６の２(５)の規定による就農状況の現地確認等において、交付決定者が適切な農業経営を行っていないと市長が判断した場合
(７)  国、県及び市が実施する報告の徴収又は立入調査に協力しない場合
２　市長は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認める場合は、資金の交付を停止するものとする。
(１)　交付決定者が第１３条第１項の規定による休止届を提出した場合において、その休止がやむを得ない理由によるものであると認められる場合
(２)　前年の世帯全体の所得が６００万円を超えた場合（その後、世帯全体の所得が６００万円以下となった場合は、その翌年から資金の交付を再開することができる。）。ただし、当該所得が６００万円を超える場合であっても、生活費の確保の観点から支援対象とすべき切実な事情があると市長が認める場合は、この限りでない。
（資金の返還）
第１１条　市長は、交付決定者が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合であって、既に資金を交付しているときは、当該各号に定める資金の額の返還を命ずるものとする。ただし、第１号又は第４号に該当する場合であって、病気や災害等のやむを得ない事情によるものと市長が認めた場合は、この限りでない。
(１)　前条第１項第２号から第７号まで又は第２項第１号に掲げる場合に該当することとなった時が既に交付した資金の対象期間中である場合　残りの対象期間の月（前条第１項第２号から第７号まで又は第２項第１号に掲げる場合に該当することとなった月を含み、月単位とする。）における資金の額に相当する額 
(２)　虚偽の申請等を行ったと認められる場合　交付をした資金の全額
(３)　交付決定者が第２条第２項各号のいずれかに該当することが分かった場合　交付をした資金の全額
(４) 資金の交付期間（休止等により実際に交付を受けなかった期間を除く。）と同期間（以下「就農継続期間」という。）、同程度の規模の営農を継続しなかった場合（ただし、第１６条第１項の規定による就農中断届を市長に提出し、就農を中断した日から原則１年以内に就農を再開し、就農を中断した期間と同期間更に就農を継続した者を除く。）　交付済みの資金の総額に、営農を継続しなかった期間（月単位）を資金の交付期間（月単位）で除した数値を乗じて得た額
(５)　前各号に掲げる場合のほかこの要綱の規定に違反した場合　資金の全額又はその一部の額
２　前項の規定により資金の額の返還を命ぜられた交付決定者は、その命令に係る資金（以下「返還金」という。）を受領した日から当該返還金の納付の日までの日数に応じ、当該返還金の額（その一部を納付した場合のその後の期間においては、当該納付した額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を納付しなければならない。
３　交付決定者は、資金の額の返還を命ぜられ、返還金を納期限の日までに納付しなかったときは、納期限の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を納付しなければならない。
４　前２項の場合において、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。
（中止届）
第１２条　交付決定者は、資金の受給を中止しようとするときは、市長に中止届（様式第６号）を提出しなければならない。
（休止届等）
第１３条　交付決定者は、病気、妊娠・出産、災害その他のやむを得ない理由により営農を休止しようとするときは、市長に休止届（様式第７号）を提出しなければならない。この場合において、休止期間は原則１年以内とする。
２　前項の規定にかかわらず、妊娠・出産（県実施要領第４の２(２)イの(ア)から(ウ)までに掲げる要件に該当する夫婦であって農業経営を行う妻が妊娠・出産により営農を休止する場合を除く。以下この条において同じ。）又は災害により営農を休止する場合の休止期間は、１度の妊娠・出産又は災害につき３年を超えない範囲内で休止期間を設定することができる。
３　交付決定者は、第１項の規定による休止届を提出した場合において、当該休止がやむを得ない理由によるものと市長が認め、資金の交付を停止された営農を再開しようとするときは、速やかに経営再開届（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
４　妊娠・出産又は災害により営農を休止した交付決定者は、前項の規定による経営再開届の提出に併せて、当該休止の期間と同期間を超えない範囲で、資金の交付期間の延長の申請をすることができる。
５　第６条第１項及び第２項の規定は、前項の規定による申請をする場合において準用する。
６　市長は、第３項の経営再開届の提出があった場合は、その内容を審査し、適切な農業経営を行うことができると認めたときは、資金の交付を再開するものとする。
（就農状況報告）
第１４条　交付決定者は、資金の交付期間中、毎年１月から６月までの間（以下この条において「上半期」という。）及び７月から１２月までの間（以下この条において「下半期」という。）における就農状況について、上半期に係るものにあっては当該期間に引き続く７月３１日、下半期に係るものにあっては当該期間に引き続く１月３１日までの間において市長が指定する期限までに、就農状況報告（様式第９号）に関係書類を添えて、市長に提出することにより報告しなければならない。
２　交付決定者は、資金の交付期間終了後５年間（第１６条第１項の規定による就農中断届を市長に提出し、就農を中断した場合は、当該就農中断期間を除いた５年間。）、その各年の上半期及び下半期における就農状況について、上半期に係るものにあっては当該期間に引き続く７月３１日、下半期に係るものにあっては当該期間に引き続く１月３１日までの間において市長が指定する期限までに、作業日誌（様式第１０号）に、上半期に係る報告にあってはその前年分の確定申告における青色申告決算書（白色申告者の場合は、収支決算書）の写しを添えて、市長に提出することにより報告しなければならない。
３　市長は、第１項の就農状況報告又は前項の作業日誌の提出を受けたときは、県実施要領第６の２(５)の規定に基づき、青年等就農計画等に即した計画的な就農が実施できているかを確認するものとする。
（住所等変更届）
第１５条　交付決定者は、資金の交付期間内及び交付期間終了後５年を経過するまでの間に氏名、居住地、電話番号等を変更した場合は、その変更後１か月以内に住所等変更届（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。
（就農中断届等）
第１６条　交付決定者は、資金の交付期間終了後の就農継続期間中にやむを得ない理由により就農を中断する場合は、中断後１か月以内に就農中断届（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の場合において、就農を中断する期間は、就農を中断した日から起算して原則１年を超えない範囲内の期間とする。
３　市長は、第１項に規定する就農中断届を提出した者が就農再開に向けた取組を行っているかについて、適宜確認するものとする。
４　第１項の規定による就農中断届を提出した者は、就農を再開するときは、あらかじめ就農再開届（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。
（病気災害等該当承認申請）
第１７条　交付決定者は、資金の交付の中止、停止等が第１１条第１項ただし書に規定する病気や災害等のやむを得ない事情によるものであることの承認を受けようとするときは、病気災害等該当承認申請書（様式第１４号）にその事情が分かる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による病気災害等該当承認申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、資金の交付の中止、停止等が病気や災害等のやむを得ない事情によるものであると認めるときは、これを承認するものとする。
（離農届）
第１８条　交付決定者は、資金の交付期間終了後５年の間に農業経営を中止し、離農したとき、又は就農形態の変更をして独立・自営就農を中止したときは、離農後１か月以内に離農届（様式第１５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(１)  廃業届の写し（農業経営を中止し、離農したときに限る。）
(２)　農業経営資産を売却した場合は、当該売却をした日の分かる書類 
(３)  生産物の最終出荷日の分かる伝票等
（検査等）
第１９条　市長は、資金の交付に関し、必要に応じて当該職員に書類等の検査をさせ、若しくは就農状況について実地検査をさせ、又は交付決定者に対して指示を行い、若しくは報告を求めることができる。
２　交付決定者は、市監査委員から要求があるときはいつでも監査を受けなければならない。
（関係書類の保存）
第２０条　交付決定者は、関係書類を資金の交付を受けた年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（交付決定者情報の共有）
第２１条　市長は、交付決定者に対する資金の交付情報等を集約し、必要に応じて、本事業の関係機関の間で当該情報を共有するものとする。
２　市長は、本事業の実施に際して得る個人情報については、県実施要領第６の３の規定に基づき、適切に取り扱うものとする。
　（委任）
第２２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則

１　この要綱は、令和４年１２月１日から施行し、同年４月１日から適用する。
　　　附　則

１　この要綱は、令和５年６月９日から施行し、改正後の高松市経営開始資金交付要綱の規定は、同年４月１日から適用する。
　附　則

１　この要綱は、令和６年６月１日から施行し、改正後の高松市経営開始資金交付要綱の規定は、同年４月１日から適用する。
附　則

１　この要綱は、令和７年６月６日から施行し、改正後の高松市経営開始資金交付要綱の規定は、同年４月１日から適用する。

